
No. 事業名 事業内容 実績（Ｒ６） 単位
量の見込み
（Ｒ６）

提供体制
（Ｒ６）

利用実績
（Ｒ６）

供給実績
（Ｒ６）

進捗度
（Ｒ６）

理由
当初予算額
（Ｒ６）

決算額
（Ｒ６）

担当課

1 利用者支援事
業（基本型）

子育て支援コーディネーターを配置し、子育て家庭等の相談を
受けて、子育て支援に関する情報の提供や、子育て支援サービ
スや保育所等の利用についての助言・支援を行った。
⑴すぎのこ保育園地域子育て支援センター（市北部）
⑵児童センター地域子育て支援センター（市中央部）
⑶栄保育園地域子育て支援センター（市南部）
・利用者数　1,461件（来所1,374件、電話26件、メール21件、
その他40件）

か所 3 3 3 3 Ｂ 16,731,000 16,731,000 こども支援課

1 利用者支援事
業（特定型）

【利用者支援事業（特定型）１か所（市役所で利用者支援員を配
置し実施。）】
・窓口相談件数　431件（来庁420件、電話１１件）
・内訳：保育施設の利用について431件、一時保育等の利用に
ついて4件、その他3件（１回の相談で重複するものも有。）
・地域子育て支援センターにおける保育事業等の周知活動　ど
んぐり、グランマ、山ゆり、つぼみ、あすなろ、るーえん、セサミ

か所 1 1 1 1 Ｂ 当初5290000
予算現額5974000

5,820,118 保育課

1
利用者支援事
業（母子保健
型）

保健センター及び市役所こども支援課窓口で、妊娠届出及び母
子健康手帳の交付時に、専門職である母子保健コーディネー
ターが面接交付による相談支援を継続して実施した。

・妊娠届出件数　 １，０９３件
・面接交付件数 　１，０９０件
・電話支援件数　　 　505件
・要支援妊婦（継続支援）　324件

か所 2 2 1 1 Ｃ

こども家庭センターの
設置に当たり、母子保
健と児童福祉の一体的
な相談支援体制を検討
する準備をしたため、設
置個所は現状維持とし
た。

10,301,000 10,522,444 保健センター

2
時間外保育事
業

就労時間の延長などにより通常の保
育時間を超える保育が必要な場合、
保育園等での保育時間を延長して子
どもの預かりを行う。

保護者の就労形態の多様化、通勤時間の増加に伴う保育時間
の延長に対する需要に対応するため、保育園等での保育時間
を延長して児童の預かりを行った。

公立保育園６園        延べ２，６14人
法人保育園３１園　　　延べ35,317人
小規模保育施設２３園　延べ１，２５３人
認定こども園１園　　　延べ２１人
計　延べ40,442人

人 2,787 2,787 1,940 3,464 Ａ

提供体制が計画を上
回っており、ニーズに対
する受入体制が十分整
備されているため

当初40,649,000
予算現額43659000

42,925,924 保育課

3
放課後児童保
育室事業

親が共働きである世帯など、留守が多
い世帯の小学生を対象に、児童館や
学校の余裕教室、公民館等で、放課
後に適切な遊びや生活の場を提供す
る。

放課後児童保育室１７室を設置し、保護者の就労等により放課
後に常時留守家庭となっている児童の保育を実施した。
放課後児童保育室入室数　1,644人（令和６年４月１日現在）
また、野寺放課後児童保育室について、狭あい化を解消するた
めに整備する新たな放課後児童保育室の建設工事を開始し
た。

人 1,643 1,645 1,644 1,638 Ｂ
当初1,200,022,000
予算現額
1174336000

936,355,100 保育課

4
子育て短期支
援事業（ショート
ステイ）

適切にサービスを実施できる施設がないことから、児童相談所
の一時保護で対応する。

人 27 27 5 5 Ｂ 計上なし 計上なし こども支援課

4
子育て短期支
援事業（トワイラ
イトステイ）

ファミリー・サポート・センター事業による夜間の預かり援助で対
応した。

人 300 300 760 760 Ｂ
事業費は、「１０　ファミ
リー・サポート・センター
事業」に含む。

事業費は、「１０　ファミ
リー・サポート・センター
事業」に含む。

こども支援課

5 乳児家庭全戸
訪問事業

生後４か月までの乳児がいる全ての
家庭に、保健師や助産師が訪問し、子
育てに関する相談や保護者の心身の
相談に応じたり、母子保健サービスの
情報提供などを行う。

生後４か月までの乳児がいる家庭を対象に、保健師や助産師が
赤ちゃん訪問を行った。
また、赤ちゃん訪問を受けていない生後４か月までの乳児がい
る家庭には「こんにちは赤ちゃん」訪問を行った。
訪問件数　922件

人 1,192 1,192 922 922 Ｂ 7,598,000 6,648,049 保健センター

6 養育支援訪問
事業

子育てに対して不安や孤立感を抱え
る家庭や、様々な原因で特に養育支
援が必要となっている家庭を訪問し、
保健師・助産師・保育士による養育に
関わる指導助言又はホームヘルパー
による家事の援助を実施することによ
り、適切な養育ができるよう支援する。

・利用者件数０件

・支援者研修会　１回実施／参加者１１名
　「支援ニーズのある保護者との関わりを考える」
　（講師：公認心理士　酒井千晶氏）

人 2 2 0 0 Ｂ 211,000 17,000 こども支援課

7 地域子育て支
援拠点事業

乳幼児及びその保護者、又は妊娠し
ている方やその家族等が相互の交流
を行う場所を開設し、子育てについて
の相談、情報の提供、助言その他の援
助を行う。

地域子育て支援センター１１か所で事業を実施した。
・延べ利用者数：58,208人（大人27,854人、子ども30,354
人）
・子育て相談件数5,383件、子育て情報提供件数6,226件、
サークル指導件数67件

人／年 86,448 86,448 58,208 58,208 Ｃ
増設については、需要、
場所、委託先等を検討
していく。

89,222,000 89,222,000 こども支援課

8
一時預かり事業
（幼稚園型）

幼稚園又は認定こども園に在籍する満３歳以上の児童で、教育
時間の前後又は長期休業日等に当該幼稚園又は認定こども園
において一時的に保育を行った。

実施園４園
延べ27,237人

人／年 4,730 7,350 27,237 50,290 Ａ

令和２年度、令和５年度
及び令和６年度に実施
する市内幼稚園が増え
ており、延べ利用者数
及び提供体制が計画を
上回っているため

当初39,600,000
予算現額28421000

27,983,480 保育課

8
一時預かり事業
（一般型・余裕
活用型）

保護者の急病や断続的勤務・短時間勤務等の勤務形態の多様
化等に伴い、一時的に家庭において保育を受けることが困難と
なった乳幼児又は幼児について、主として昼間において保育園
その他の場所で一時預かりを行った。
（一般型）
公立保育園１園　一日利用延べ５９０人、半日延べ１０６人
法人保育園１3園・小規模保育施設１園　　一日利用延べ４,８８４
人、半日延べ５４１人
（余裕活用型）
小規模保育施設3園　利用延べ５５人

人／年 10,793 35,540 6,176 32,120 Ｂ 48,154,000 40,575,200 保育課

9 病児・病後児保
育事業

児童が発熱等の病気となった場合、病
院や保育園等に付設された専用ス
ペースにおいて看護師等が一時的に
保育を行う。

児童が病気の回復期にあり、保育園等での集団保育の困難な
期間、当該児童を病院、保育園等に付設された専用スペースで
看護師等が一時的に保育を行った。

実施園２園
利用延べ人数　６９人

人／年 73 494 69 972 Ａ

令和２年度から実施す
る施設が１か所増えた
ため、提供体制は計画
を上回っており、ニーズ
に対する受入体制が十
分整備されているため

8,706,000 8,706,000 保育課

【進捗度の見方】
　Ａ：事業を拡大して実施した　Ｂ：事業を計画どおり実施した　Ｃ：事業を縮小して実施した　Ｄ：事業を実施していない／休止又は中止した　Ｅ：事業を廃止した

　※　「時間外保育事業」「放課後児童健全育成事業」「一時預かり事業」「病児保育事業（病児・病後児保育事業）」の供給実績については、受入可能な最大人数となっています。

家庭において保育を受けることが一時
的に困難となった乳児又は幼児につ
いて、主として昼間において、保育園
その他の場所で一時預かりを行う。

誰もが利用できる、子ども・子育てに
関するサービスの総合案内として、就
学前の子ども及びその保護者、又は
妊娠している方やその家族等が自身
のニーズに合わせた幼稚園・保育園等
の施設や地域の子育て支援サービス
を適切に選択して利用できるように、
情報の提供や相談・支援を行う。

保護者が疾病・疲労など身体上・環境
上の理由により児童の養護が一時的
に困難となった場合に、児童養護施設
など保護を適切に行うことができる施
設等において養育・保護を行う（ショー
トステイ）。
保護者が仕事等により帰宅時間が夜
間になる場合や休日の勤務の場合に、
児童養護施設等において一時預かり
を行う（トワイライトステイ）。
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10
ファミリー・サ
ポート・センター
事業

子どもの送迎や預かり等の援助を受
けたい会員（利用会員）、援助を行う
会員（協力会員）及び利用・協力どちら
も行う会員（両方会員）からなるボラン
ティア的相互援助の組織で、アドバイ
ザーが会員の援助活動の調整を行
う。
また、病児・緊急対応強化事業として
緊急サポート事業を実施した。

・協力会員３６９人、利用会員１，６００人、両方会員９８人　合計
２，０６７人
・援助件数４，７３６件（うち産後育児サポート（※）は０件）
※産後育児サポートは新生児の沐浴や授乳等育児のサポート
を保護者の管理、監督のもと利用会員宅で援助を行う活動。
・講習会１6回実施・援助者対象の茶話会１回実施・会報誌の発
行３回実施（市ホームページへ掲載）

・病児・緊急対応強化事業
①提供体制実績　　１４２回／年
②令和６年度決算額　　　１，３２０，０００円
③令和７年度予算額　　　１，３２０，０００円

回／年 9,041 9,041 4,736 4,736 Ｂ 10,914,000 11,407,937 こども支援課

11 妊婦健康診査
事業

妊娠している方に対して、母子健康手
帳交付時に妊婦健康診査受診票・助
成券を交付。医療機関に委託して14
回の妊婦健康診査のほか、HIV 抗体
検査、HBｓ抗原検査、HCV 抗体検
査、子宮頚がん検査、HTLV-1抗体検
査、性器クラミジア検査、風疹ウイルス
抗体検査を実施。委託契約のできな
い医療機関を受診した場合には、妊婦
健康診査の受診料を償還払いで助成
する。

妊娠中及び産後の母子の異常を早期に発見し、適切な保健指
導を行うため、委託医療機関及び委託助産院において健康診
査を実施した。
妊婦健康診査
　受診者数　１～１４回目　延べ11,832人
　その他の検査等
　受診者数       延べ　８,４９６人
 (１)Ｂ型肝炎抗原検査（ＨＢＳ）  　　　  981人
 (２)Ｃ型肝炎抗体検査（ＨＣＶ) 　　　 981人
 (３)ＨＩＶ抗体検査                 　　　　981人
 (４)子宮頸がん検査              　　　　927人
 (５)ＨＴＬＶ－１抗体検査          　　　 952人
 (６)性器クラミジア検査           　　　 961人
 (７)風疹ウィルス抗体検査        　　　980人
 (８)多胎児助成金　　　　　　　　      　　　2人
 （９）新生児聴覚スクリーニング検査　863人
 （１０）産婦健康診査　　　　　　　　　　 ８６８人

人 1,192 1,192 983 983 Ｂ 107,240,000 97,327,276 保健センター

12
実費徴収に係る
補足給付を行う
事業

特定教育・保育施設等に対して保護
者が支払うべき日用品、文房具その
他の教育・保育に必要な物品の購入
に要する費用又は行事への参加に要
する費用について、一部又は全額を助
成する。

令和元年１０月から実施の幼児教育・保育無償化に伴い、私学
助成幼稚園に通う年収３６０万円未満相当世帯及び小学校３年
生までの第３子以降の副食材料費を月額４，５００円を上限に補
助を実施した。

申請延べ人数1,150人

人（延べ） 1,150 1,150 Ｂ 当初7,614,000
予算現額4642000

3,304,257 保育課

13

多様な主体が
本制度に参入す
ることを促進す
るための事業

民間事業者の参入促進、多様な事業
者の能力活用といった観点から効果
が高いと考えられる事業を実施する。

幼児教育無償化の対象とならない施設（いわゆる幼児教育類
似施設）を利用する児童の保護者に対して、月額２０，０００円を
上限に利用料の補助を実施する。

人（延べ） 25 25 Ｂ 960,000 467,840 保育課
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